
不
動
産
と
税

贈
与・相
続
と
税

マイホームを増改築等したとき
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●住宅ローン等を利用してマイホームを増改築等した場合や、住宅ローン等を利用せずにバリアフリー改修工事や省エネ改修工事などを行い、
令和6年中に居住の用に供した場合で一定の要件を満たすときは、住宅借入金等特別控除や住宅特定改修特別税額控除等を受けること
ができます。

●住宅ローン等を利用しマイホームを増改築等した場合の控除額は、住宅ローン等の年末残高の合計額（住宅の増改築等の対価の額が住
宅ローン等の年末残高の合計額よりも少ないときは、その対価の額）を基に算出します。

●バリアフリー改修工事や省エネ改修工事などを行った場合の控除額は、工事の標準的な費用の額（補助金等の交付がある場合には当該補
助金等の額を控除した後の金額）を基に算出します。

●控除を受ける際には、必要な書類を確定申告書に添付して提出する必要があります。住宅ローン等を利用しマイホームを増改築等した場合、
給与所得者の方は、２年目以後の年分については、年末調整で住宅ローン控除の適用を受けることができます。

　なお、控除を受けるための要件や控除額の算出方法などは次のとおりです。（※）

※令和6年中に居住の用に供した場合の要件等を記載しています。②～⑦は住宅ローン等を利用しない場合の控除となります。詳細については、国税庁ホームページの「タックス
アンサー（マイホームの取得や増改築などしたとき）」（https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/code/index.htm）をご覧ください。

①住宅ローン等を利用してマイホームを増改築等した場合
〈控除を受けるための要件〉
⑴自己の所有している家屋で、自己の居住の用に供するものの増改築等で
あること

⑵増改築等後６か月以内に入居し、引き続き居住していること
⑶増改築等をした後の家屋の床面積（登記面積）が50㎡以上であること
⑷床面積の２分の１以上が、専ら自己の居住の用に供されるものであること
⑸民間の金融機関や独立行政法人住宅金融支援機構などの住宅ローン等
を利用していること

⑹住宅ローン等の返済期間が10年以上で、分割して返済すること
⑺控除を受ける年の所得金額が2,000万円以下であること
⑻一定の増改築等について建築士等が発行する増改築等工事証明書などに
より証明がされたものであること

⑼補助金等の額を差し引いた増改築等の工事費用が100万円を超えるもの
であること

⑽自己の居住の用に供される部分の工事費用が、増改築等の工事費用の総
額の２分の１以上であること

注:入居した年又はその年の前2年若しくは後3年以内に譲渡所得の課税の特例（3,000万円
の特別控除、買換え・交換の特例など）を適用するときは、住宅借入金等特別控除を受けられ
ません。
→P33「土地や建物を売ったとき」参照

〈確定申告の際に必要な書類〉
⑴（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算明細書
⑵住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明書（注1）

⑶家屋の登記事項証明書　
⑷住宅の工事請負契約書の写し（注1）

⑸（補助金等の交付を受けた方）市区町村からの補助金決定通
知書など補助金等の額を証する書類

⑹（住宅取得等資金の贈与の特例を受けた方）贈与税の申告書
など住宅取得等資金の額を証する書類の写し

⑺増改築等工事証明書（注2）

注1:「調書方式」に対応した金融機関からの借入れの場合、添付が不要となること
があります。
→P27「マイホームを持ったとき①」参照

注2:増築、改築、大規模の修繕又は大規模の模様替えの工事に該当する場合、
建築確認済証の写し又は検査済証の写しの添付に代えることができます。

控除期間は10年間です。

住宅ローン等の年末残高
（最高2,000万円）

控除額
（最高14万円）×0.7％＝

◎100円未満の端数切捨て

◎100円未満の端数切捨て

〈控除額の算出方法〉

②住宅耐震改修工事をした場合
〈控除を受けるための要件〉
⑴自己の居住の用に供する家屋の改修工事であること
⑵昭和56年５月31日以前に建築された家屋であること
⑶一定の耐震基準に適合させるための住宅耐震改修であることについて建
築士等が発行する増改築等工事証明書又は地方公共団体の長が発行
する住宅耐震改修証明書により証明がされたものであること 〈確定申告の際に必要な書類〉

⑴住宅耐震改修特別控除額の計算明細書
⑵増改築等工事証明書又は住宅耐震改修証明書
⑶家屋の登記事項証明書

住宅耐震改修の標準的な費用
（最高250万円） ×10％＝ 控除額

（最高25万円）

多世帯同居改修工事の
標準的な費用
（最高250万円）

控除額
（最高25万円）×10％＝

◎100円未満の端数切捨て

⑥耐久性向上改修工事をした場合
〈控除を受けるための要件〉
⑴③の〈控除を受けるための要件〉⑴～⑹の要件に当てはまること
⑵住宅耐震改修又は（及び）省エネ改修工事を併せて行うこと
⑶一定の耐久性向上改修工事について次のイ及びロの要件を満たすこと
イ認定を受けた長期優良住宅建築等計画に基づくものであること
ロ改修部位の劣化対策並びに維持管理及び更新の容易性が、いずれも増
改築による長期優良住宅の認定基準に新たに適合することとなること

⑷補助金等の額を差し引いた耐久性向上改修工事の標準的な費用が50万
円を超えるものであること

注：前年以前３年以内に、同一の住宅について、耐久性向上改修工事（省エネ改修工事と併せ
て行う耐久性向上改修工事に係るものに限ります。）に係る住宅特定改修特別税額控除を
受けている場合は、当該控除を受けられません。

〈確定申告の際に必要な書類〉
⑴住宅特定改修特別税額控除額の計算明細書
⑵増改築等工事証明書
⑶家屋の登記事項証明書
⑷介護保険の被保険者証の写し（〈控除を受けるための要
件〉⑺ロ又は⑺ニ（要介護認定もしくは要支援認定を受け
ている親族と同居を常況としている人に限ります。）に該当
する場合は、それぞれの認定に係るもの）

省エネ改修工事の
標準的な費用
（最高250万円）

④省エネ改修工事をした場合
〈控除を受けるための要件〉
⑴③の〈控除を受けるための要件〉⑴～⑹の要件に当てはまること
⑵一定の省エネ改修工事について建築士等が発行する増改築等工事証明
書などにより証明がされたものであること

⑶補助金等の額を差し引いた省エネ改修工事の標準的な費用が50万円を
超えるものであること

注:前年以前3年以内に、同一の住宅について、省エネ改修工事に係る住宅特定改修特別税
額控除を受けている場合は、当該控除を受けられません。

〈確定申告の際に必要な書類〉
③の〈確定申告の際に必要な書類〉⑴～⑶に掲げる書類

⑤多世帯同居改修工事をした場合
〈控除を受けるための要件〉
⑴③の〈控除を受けるための要件〉⑴～⑹の要件に当てはまること
⑵一定の多世帯同居改修工事について建築士等が発行する増改築等工事
証明書などにより証明がされたものであること

⑶補助金等の額を差し引いた多世帯同居改修工事の標準的な費用が50万
円を超えるものであること

注:前年以前3年以内に、同一の住宅について、多世帯同居改修工事に係る住宅特定改修特
別税額控除を受けている場合は、当該控除を受けられません。 〈確定申告の際に必要な書類〉

③の〈確定申告の際に必要な書類〉⑴～⑶に掲げる書類

控除額
（最高25万円）×10％＝

◎100円未満の端数切捨て

●登記事項証明書については、「（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算明細書」等に不動産番号を記載することなどにより、その添付を省略することができます。
●省エネ工事に太陽光発電設備設置工事を含む場合は、限度額を100万円加算します。
●以下②～⑦の工事をした場合には、一定の要件の下で、その個人の居住の用に供した日の属する年分の所得税の額から、次に掲げる金額の合計額（対象改修工事に

係る標準的な費用の額の合計額と1,000万円から当該金額（当該金額が控除対象限度額を超える場合には、当該控除対象限度額）を控除した金額のいずれか低い金
額を限度）の５％に相当する金額を控除することができます。

　イ以下②～⑦の各工事に係る標準的な費用の額のうち控除対象限度額を超える部分の額
　ロ以下②～⑦の各工事と併せて行う増築、改築その他の一定の工事に要した費用の額（補助金等の交付がある場合には当該補助金等の額を控除した後の金額）の合計額
●住宅ローン等を利用して改修工事を行い、住宅借入金等特別控除を受けるときは、住宅特定改修特別控除（以下③～⑦）を受けることができません。
→P27「マイホームを持ったとき」参照

留意事項

控除額
（最高25万円）×10％＝

◎100円未満の端数切捨て

※住宅耐震改修工事及び省エネ改修工事を併せて行う場合は最高500万円

住宅耐震改修
（又は省エネ改修工事）の
標準的な費用＋耐久性向上
改修工事の標準的な費用
（最高250万円）（※）

〈確定申告の際に必要な書類〉
⑴③の〈確定申告の際に必要な書類〉⑴～⑶に掲げる書類
⑵都道府県・市区町村等の長期優良住宅建築等計画等の認定
通知書の写し

〈控除額の算出方法〉

③バリアフリー改修工事をした場合
〈控除を受けるための要件〉
⑴自己の所有している家屋で、自己の居住の用に供するものの改修工事であること
⑵改修工事後６か月以内に入居していること
⑶改修工事をした後の家屋の床面積（登記面積）が50㎡以上であること
⑷床面積の２分の１以上が、専ら自己の居住の用に供されるものであること
⑸控除を受ける年の所得金額が2,000万円以下であること
⑹自己の居住の用に供される部分の工事費用の額が、改修工事の工事費用
の総額の２分の１以上であること

⑺控除を受ける方が、次のイ～ニのいずれかに当てはまること
イ50歳以上の方　ロ要介護又は要支援の認定を受けている方　ハ障害者
である方　ニ高齢者等（ロ若しくはハに当てはまる方又は65歳以上の方をい
います。）である親族と同居を常況とする方

⑻一定のバリアフリー改修工事について建築士等が発行する増改築等工事
証明書などにより証明がされたものであること

⑼補助金等の額を差し引いたバリアフリー改修工事の標準的な費用が50万
円を超えるものであること

注:前年以前3年以内に、同一の住宅について、バリアフリー改修工事に係る住宅特定改修特
別税額控除を受けている場合は、当該控除を受けられません（一定の場合を除きます。）。

〈控除額の算出方法〉

バリアフリー改修工事の
標準的な費用
（最高200万円）

控除額
（最高20万円）×10％＝

◎100円未満の端数切捨て

〈控除額の算出方法〉

〈控除額の算出方法〉

子育て対応改修工事の
標準的な費用
（最高250万円）

控除額
（最高25万円）×10％＝

◎100円未満の端数切捨て

〈控除額の算出方法〉

〈控除額の算出方法〉

⑦子育て対応改修工事をした場合
〈控除を受けるための要件〉
⑴③の〈控除を受けるための要件〉⑴～⑹の要件に当てはまること
⑵控除を受ける方が、次のイ～ハのいずれかに当てはまること
イ年齢40歳未満であって配偶者を有する方　ロ年齢40歳以上であって年
齢40歳未満の配偶者を有する方　ハ年齢19歳未満の扶養親族を有する方

⑶一定の子育て対応改修工事について建築士等が発行する増改築等工事
証明書などにより証明がされたものであること

⑷⑶の工事をした家屋を令和６年４月１日から同年１２月３１日までの間に居住の
用に供したこと

⑸補助金等の金額を差し引いた子育て対応改修工事の標準的な費用が５０
万円を超えるものであること

〈確定申告の際に必要な書類〉
③の〈確定申告の際に必要な書類〉⑴～⑶に掲げる書類

マイホームを
増改築等したときに、
受けることができる
控除はあるの？

住宅特定改修特別税額控除など
マイホームを増改築等したときには、一定の要件に当てはまれば、所得税
の税額控除を受けることができます。

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/code/index.htm
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●住宅ローン等を利用してマイホームを増改築等した場合や、住宅ローン等を利用せずにバリアフリー改修工事や省エネ改修工事などを行い、
令和6年中に居住の用に供した場合で一定の要件を満たすときは、住宅借入金等特別控除や住宅特定改修特別税額控除等を受けること
ができます。

●住宅ローン等を利用しマイホームを増改築等した場合の控除額は、住宅ローン等の年末残高の合計額（住宅の増改築等の対価の額が住
宅ローン等の年末残高の合計額よりも少ないときは、その対価の額）を基に算出します。

●バリアフリー改修工事や省エネ改修工事などを行った場合の控除額は、工事の標準的な費用の額（補助金等の交付がある場合には当該補
助金等の額を控除した後の金額）を基に算出します。

●控除を受ける際には、必要な書類を確定申告書に添付して提出する必要があります。住宅ローン等を利用しマイホームを増改築等した場合、
給与所得者の方は、２年目以後の年分については、年末調整で住宅ローン控除の適用を受けることができます。

　なお、控除を受けるための要件や控除額の算出方法などは次のとおりです。（※）

※令和6年中に居住の用に供した場合の要件等を記載しています。②～⑦は住宅ローン等を利用しない場合の控除となります。詳細については、国税庁ホームページの「タックス
アンサー（マイホームの取得や増改築などしたとき）」（https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/code/index.htm）をご覧ください。

①住宅ローン等を利用してマイホームを増改築等した場合
〈控除を受けるための要件〉
⑴自己の所有している家屋で、自己の居住の用に供するものの増改築等で
あること

⑵増改築等後６か月以内に入居し、引き続き居住していること
⑶増改築等をした後の家屋の床面積（登記面積）が50㎡以上であること
⑷床面積の２分の１以上が、専ら自己の居住の用に供されるものであること
⑸民間の金融機関や独立行政法人住宅金融支援機構などの住宅ローン等
を利用していること

⑹住宅ローン等の返済期間が10年以上で、分割して返済すること
⑺控除を受ける年の所得金額が2,000万円以下であること
⑻一定の増改築等について建築士等が発行する増改築等工事証明書などに
より証明がされたものであること

⑼補助金等の額を差し引いた増改築等の工事費用が100万円を超えるもの
であること

⑽自己の居住の用に供される部分の工事費用が、増改築等の工事費用の総
額の２分の１以上であること

注:入居した年又はその年の前2年若しくは後3年以内に譲渡所得の課税の特例（3,000万円
の特別控除、買換え・交換の特例など）を適用するときは、住宅借入金等特別控除を受けられ
ません。
→P33「土地や建物を売ったとき」参照

〈確定申告の際に必要な書類〉
⑴（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算明細書
⑵住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明書（注1）

⑶家屋の登記事項証明書　
⑷住宅の工事請負契約書の写し（注1）

⑸（補助金等の交付を受けた方）市区町村からの補助金決定通
知書など補助金等の額を証する書類

⑹（住宅取得等資金の贈与の特例を受けた方）贈与税の申告書
など住宅取得等資金の額を証する書類の写し

⑺増改築等工事証明書（注2）

注1:「調書方式」に対応した金融機関からの借入れの場合、添付が不要となること
があります。
→P27「マイホームを持ったとき①」参照

注2:増築、改築、大規模の修繕又は大規模の模様替えの工事に該当する場合、
建築確認済証の写し又は検査済証の写しの添付に代えることができます。

控除期間は10年間です。

住宅ローン等の年末残高
（最高2,000万円）

控除額
（最高14万円）×0.7％＝

◎100円未満の端数切捨て

◎100円未満の端数切捨て

〈控除額の算出方法〉

②住宅耐震改修工事をした場合
〈控除を受けるための要件〉
⑴自己の居住の用に供する家屋の改修工事であること
⑵昭和56年５月31日以前に建築された家屋であること
⑶一定の耐震基準に適合させるための住宅耐震改修であることについて建
築士等が発行する増改築等工事証明書又は地方公共団体の長が発行
する住宅耐震改修証明書により証明がされたものであること 〈確定申告の際に必要な書類〉

⑴住宅耐震改修特別控除額の計算明細書
⑵増改築等工事証明書又は住宅耐震改修証明書
⑶家屋の登記事項証明書

住宅耐震改修の標準的な費用
（最高250万円） ×10％＝ 控除額

（最高25万円）

多世帯同居改修工事の
標準的な費用
（最高250万円）

控除額
（最高25万円）×10％＝

◎100円未満の端数切捨て

⑥耐久性向上改修工事をした場合
〈控除を受けるための要件〉
⑴③の〈控除を受けるための要件〉⑴～⑹の要件に当てはまること
⑵住宅耐震改修又は（及び）省エネ改修工事を併せて行うこと
⑶一定の耐久性向上改修工事について次のイ及びロの要件を満たすこと
イ認定を受けた長期優良住宅建築等計画に基づくものであること
ロ改修部位の劣化対策並びに維持管理及び更新の容易性が、いずれも増
改築による長期優良住宅の認定基準に新たに適合することとなること

⑷補助金等の額を差し引いた耐久性向上改修工事の標準的な費用が50万
円を超えるものであること

注：前年以前３年以内に、同一の住宅について、耐久性向上改修工事（省エネ改修工事と併せ
て行う耐久性向上改修工事に係るものに限ります。）に係る住宅特定改修特別税額控除を
受けている場合は、当該控除を受けられません。

〈確定申告の際に必要な書類〉
⑴住宅特定改修特別税額控除額の計算明細書
⑵増改築等工事証明書
⑶家屋の登記事項証明書
⑷介護保険の被保険者証の写し（〈控除を受けるための要
件〉⑺ロ又は⑺ニ（要介護認定もしくは要支援認定を受け
ている親族と同居を常況としている人に限ります。）に該当
する場合は、それぞれの認定に係るもの）

省エネ改修工事の
標準的な費用
（最高250万円）

④省エネ改修工事をした場合
〈控除を受けるための要件〉
⑴③の〈控除を受けるための要件〉⑴～⑹の要件に当てはまること
⑵一定の省エネ改修工事について建築士等が発行する増改築等工事証明
書などにより証明がされたものであること

⑶補助金等の額を差し引いた省エネ改修工事の標準的な費用が50万円を
超えるものであること

注:前年以前3年以内に、同一の住宅について、省エネ改修工事に係る住宅特定改修特別税
額控除を受けている場合は、当該控除を受けられません。

〈確定申告の際に必要な書類〉
③の〈確定申告の際に必要な書類〉⑴～⑶に掲げる書類

⑤多世帯同居改修工事をした場合
〈控除を受けるための要件〉
⑴③の〈控除を受けるための要件〉⑴～⑹の要件に当てはまること
⑵一定の多世帯同居改修工事について建築士等が発行する増改築等工事
証明書などにより証明がされたものであること

⑶補助金等の額を差し引いた多世帯同居改修工事の標準的な費用が50万
円を超えるものであること

注:前年以前3年以内に、同一の住宅について、多世帯同居改修工事に係る住宅特定改修特
別税額控除を受けている場合は、当該控除を受けられません。 〈確定申告の際に必要な書類〉

③の〈確定申告の際に必要な書類〉⑴～⑶に掲げる書類

控除額
（最高25万円）×10％＝

◎100円未満の端数切捨て

●登記事項証明書については、「（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算明細書」等に不動産番号を記載することなどにより、その添付を省略することができます。
●省エネ工事に太陽光発電設備設置工事を含む場合は、限度額を100万円加算します。
●以下②～⑦の工事をした場合には、一定の要件の下で、その個人の居住の用に供した日の属する年分の所得税の額から、次に掲げる金額の合計額（対象改修工事に

係る標準的な費用の額の合計額と1,000万円から当該金額（当該金額が控除対象限度額を超える場合には、当該控除対象限度額）を控除した金額のいずれか低い金
額を限度）の５％に相当する金額を控除することができます。

　イ以下②～⑦の各工事に係る標準的な費用の額のうち控除対象限度額を超える部分の額
　ロ以下②～⑦の各工事と併せて行う増築、改築その他の一定の工事に要した費用の額（補助金等の交付がある場合には当該補助金等の額を控除した後の金額）の合計額
●住宅ローン等を利用して改修工事を行い、住宅借入金等特別控除を受けるときは、住宅特定改修特別控除（以下③～⑦）を受けることができません。
→P27「マイホームを持ったとき」参照

留意事項

控除額
（最高25万円）×10％＝

◎100円未満の端数切捨て

※住宅耐震改修工事及び省エネ改修工事を併せて行う場合は最高500万円

住宅耐震改修
（又は省エネ改修工事）の
標準的な費用＋耐久性向上
改修工事の標準的な費用
（最高250万円）（※）

〈確定申告の際に必要な書類〉
⑴③の〈確定申告の際に必要な書類〉⑴～⑶に掲げる書類
⑵都道府県・市区町村等の長期優良住宅建築等計画等の認定
通知書の写し

〈控除額の算出方法〉

③バリアフリー改修工事をした場合
〈控除を受けるための要件〉
⑴自己の所有している家屋で、自己の居住の用に供するものの改修工事であること
⑵改修工事後６か月以内に入居していること
⑶改修工事をした後の家屋の床面積（登記面積）が50㎡以上であること
⑷床面積の２分の１以上が、専ら自己の居住の用に供されるものであること
⑸控除を受ける年の所得金額が2,000万円以下であること
⑹自己の居住の用に供される部分の工事費用の額が、改修工事の工事費用
の総額の２分の１以上であること

⑺控除を受ける方が、次のイ～ニのいずれかに当てはまること
イ50歳以上の方　ロ要介護又は要支援の認定を受けている方　ハ障害者
である方　ニ高齢者等（ロ若しくはハに当てはまる方又は65歳以上の方をい
います。）である親族と同居を常況とする方

⑻一定のバリアフリー改修工事について建築士等が発行する増改築等工事
証明書などにより証明がされたものであること

⑼補助金等の額を差し引いたバリアフリー改修工事の標準的な費用が50万
円を超えるものであること

注:前年以前3年以内に、同一の住宅について、バリアフリー改修工事に係る住宅特定改修特
別税額控除を受けている場合は、当該控除を受けられません（一定の場合を除きます。）。

〈控除額の算出方法〉

バリアフリー改修工事の
標準的な費用
（最高200万円）

控除額
（最高20万円）×10％＝

◎100円未満の端数切捨て

〈控除額の算出方法〉

〈控除額の算出方法〉

子育て対応改修工事の
標準的な費用
（最高250万円）

控除額
（最高25万円）×10％＝

◎100円未満の端数切捨て

〈控除額の算出方法〉

〈控除額の算出方法〉

⑦子育て対応改修工事をした場合
〈控除を受けるための要件〉
⑴③の〈控除を受けるための要件〉⑴～⑹の要件に当てはまること
⑵控除を受ける方が、次のイ～ハのいずれかに当てはまること
イ年齢40歳未満であって配偶者を有する方　ロ年齢40歳以上であって年
齢40歳未満の配偶者を有する方　ハ年齢19歳未満の扶養親族を有する方

⑶一定の子育て対応改修工事について建築士等が発行する増改築等工事
証明書などにより証明がされたものであること

⑷⑶の工事をした家屋を令和６年４月１日から同年１２月３１日までの間に居住の
用に供したこと

⑸補助金等の金額を差し引いた子育て対応改修工事の標準的な費用が５０
万円を超えるものであること

〈確定申告の際に必要な書類〉
③の〈確定申告の際に必要な書類〉⑴～⑶に掲げる書類

マイホームを
増改築等したときに、
受けることができる
控除はあるの？

住宅特定改修特別税額控除など
マイホームを増改築等したときには、一定の要件に当てはまれば、所得税
の税額控除を受けることができます。


